
第 32号様式（第 17条の２関係） 

 

確 認 書 

 

 

私は、会計責任者である               から、令和    年    月    日

に、収支報告書及びこれに併せて提出すべき書面を示され、収支報告書が政治資金規正法の規定に従って

作成されていることについて説明を受けました。 

 私は、私が政治資金規正法第 19条の 12の３の規定に基づき随時又は定期に行った会計帳簿等の保存、

会計帳簿への記載及び会計責任者が当該会計帳簿を備えていることに関する確認の結果、同法第 19条の

14 の２第１項の規定による会計責任者からの説明の内容並びに登録政治資金監査人が作成した政治資金

監査報告書に基づき、会計責任者が、収支報告書に記載すべき事項を記載しており不記載や虚偽の記入が

なく、収支報告書を政治資金規正法の規定に従って作成していることを確認しました。 

 

令和  年  月  日 

                  政 治 団 体 の 名 称 

                     代表者の氏名（署 名）  

 

 

 

 

 

 

 

（備考） 

１ この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

２ 署名は必ず代表者本人が自署すること。ただし、心身の故障その他の事由により署名することができ

ないときは、記名押印をもつて自署に代えることができる。 

３ 会計責任者から説明を受けた日が複数ある場合には、当該日付を全て記入すること。 

４ 上記のほか、特記すべき事項がある場合には記載すること。 


